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福
岡
リ
ー
ト
と
は

福
岡
リ
ー
ト
と
は

福岡リート投資法人の特徴

福岡リート投資法人の強みは、主に以下の5つです。

名称 福岡リート投資法人

代表者 執行役員　小原千尚

証券コード 8968

上場日 2005年6月21日
（東京証券取引所、福岡証券取引所）

決算期 2月・8月

資産運用会社 株式会社福岡リアルティ

スポンサー
（資産運用会社の株主）

福岡地所株式会社
九州電力株式会社
株式会社福岡銀行
株式会社西日本シティ銀行
西日本鉄道株式会社
西部ガスホールディングス株式会社
株式会社九電工
九州旅客鉄道株式会社
株式会社日本政策投資銀行

2005年6月21日、福岡リート投資法人は、「福岡・九州の優
良な不動産を運用対象として世界中の投資家に紹介し、地
元に資金を呼び込もう」という意志のもと、日本で初めて地
域特化型REITとして上場しました。不動産業の特徴である
地域性を強みとし、福岡を中心とする九州全体及び山口県・
沖縄県を投資対象エリアに、商業施設・オフィスビルを中心
とする物件を運用しています。基本理念である「Act Local, 
Think Global」を基に、Our Missionである投資主の最善
の利益を目指しています。

分配金利回り

5.1%

1口当たり 分配金

3,850 円

2月・8月

決算期

（注）�福岡都市圏とは、福岡市・筑紫野市・春日市・大野城市・宗像市・太宰府市・古賀市・福津市・糸島
市・那珂川市・宇美町・篠栗町・志免町・須恵町・新宮町・久山町・粕屋町を指します。

格付
企業業績や財務内容等を分析し、企業が発行する債券の元本や利払い能力の安全度や
信用力に対して付けられる等級をいう。
LTV
Loan to Valueの略称で、借入金比率を示す指標。借入金返済の安定度を測る尺度で
ある。値が小さいほど、負債の元本償還に対する安全度が高いといえる。 

【計算式】 LTV（%）＝（有利子負債総額÷総資産）×100

用語

稼働率

98.9%

8968
証券コード

R&I A +
（安定的）

JCR AA 
   （安定的）

格付★

44.8%

LTV★

含み益

55,998 百万円

物件数

35 物件

資産規模

220,774
百万円

投資タイプ（取得価格ベース）

商業施設

オフィスビル

その他

37.8%

13.8%

48.4%

投資対象エリア（取得価格ベース）

79.0%

福岡都市圏（注）

21.0%
その他九州地域

NAV
投資信託の純資産総額のことで、Net Asset Valueの略。純資産総額は投資信託の貸借対照表（バランス
シート）の資産から負債を差し引いた額であり、それを単位口数に換算したのが基準価額になる。
ただし、REITでは純資産に、保有する物件の簿価と鑑定評価額の差額にあたる含み損益を加えた額を指す。

【計算式】 NAV=純資産額+含み損益−分配金総額
 1口当たりNAV＝NAV÷期末発行済投資口総数

用語

福岡リート投資法人の概要 数値で見る福岡リート投資法人

日本初の地域特化型REIT

福岡・九州の不動産事情に精通する強みを活かした運用

1 福岡都市圏を中心とした
優良なポートフォリオ

国内外から注目を集める成長都市福岡での厳選投資

2

総合デベロッパーである
スポンサーの強力なサポート

スポンサーとの連携による資産規模の拡大と高稼働率の実現

3
安定的な財務基盤の確保

保守的な有利子負債比率コントロール、返済期限の長期分散

4

上場以来安定した分配金と
NAV★の着実な成長

投資した不動産を適切に運用

5

� 2024年8月31日現在
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考えています。そのためには、ステークホルダーの皆様と多

くの接点をもち、投資家の皆様とより一層対話を深め、当社

の企業価値をご理解頂くことが一番だと考えています。安

定した収益基盤を維持しつつ、投資主の皆様へ着実に成長

する分配金を配当することで、投資家の皆様からの信頼と

期待の獲得を目指して参ります。

会社の10年後、20年後のあるべき姿を明確にし、地域社

会をはじめ日本そして世界にとって必要とされる会社である

ために、私達はどう行動すべきかということを意識して日々

の仕事にあたることが、持続可能な成長の実現には重要と

考えています。そこで今年度は、サステナビリティ経営方

針をアップデートし、「持続可能な成長」を果たすためのミッ

ション・ビジョン・バリューを改めて明確にしました。われわ

れのミッションである「Act Local,Think Global」に基づい

て、「不動産資産運用業界のサステナビリティ先進企業とし

て、福岡・九州地域と共に持続可能な成長を目指すこと」を

ビジョンとして掲げました。これを、ワークショップや研修を

通して従業員の一人一人へ浸透させ、全社で同じ方向を向

いて進んでいく素地づくりを行いました。バリューについて

申し上げますと、地域特化型リートとして「自然との共生を目

指す福岡・九州地域と共に持続可能な成長を遂げ続けるこ

と」、地域特化型リートとして揺らぐことのないわれわれの責

務と考えています。環境においては、災害対策や気候変動

対応等の進捗状況をモニタリングしながら推進すること、社

会においては、国内外の多様な企業と共に働きやすい福岡・

九州の地域の街づくりに貢献するための取り組みを推進す

ること、ガバナンスにおいては、規程・ルールの本質的な理

解に基づいて、組織全体でコンプライアンスの重要性を強

化していくことが重要です。

私が就任して思うことは、「会社は成長し続けなければな

らない」ということです。資産規模を拡大していくには、地域

特化型リートならではの強みを活かし、中長期的に安定した

キャッシュ・フローを創出する優良物件の取得を目標とする

外部成長、そして、取得した物件を短期的ではなく長期的な

視点に立って物件本来の品質を維持し向上させていく内部

成長の両輪が必要です。そして財務面はエクイティとデット

双方を見据えて、投資主の最善の利益を重視した運営を堅

持し、日本だけでなく世界の投資家との対話を深め、さまざ

まな投資資金を世界各国から呼び込むこと、長期固定金利

を主体とする財務の安定性を重視した運営を行うことが重

要です。従来の経営戦略にサステナブルな経営思考を取り

入れることが今後必要不可欠と考えています。

外部環境の変化に柔軟に対応できる運営力

2024年9月に投資口発行により103億円（第三者割当に

よる4億円を含む）を調達しました。2018年3月以来6年半

ぶりの6回目の公募増資であり、物流施設と住居の2物件の

取得により、資産規模は2,301億円まで拡大します。一方、

マーケットは日銀による更なる政策金利引き上げ懸念が広

がり、日経平均株価/東証REIT指数が大きく下落した中での

増資であったため、投資家の皆様からはさまざまなご意見

を頂きました。こうしたご意見には、一つ一つに真摯に向き

合い、対話をすることで、本投資法人の成長戦略について一

定のご理解を頂きました。特に、中長期の投資家の皆様には

分配金の安定化とキャナルシティ博多をはじめとした既存

物件の成長性を高く評価頂けたと感じています。

外部環境では九州への入国者数及び国内旅行客需要の

増加により、本投資法人の商業施設・ホテルにおける売上は

コロナ禍前の水準を超えるほど回復し、好調に推移していま

す。今後も福岡空港の2本目の滑走路増設やクルーズ船寄

港数の増加等により、九州への入国者数は増えていくと期

待しています。キャナルシティ博多では、インバウンド客や国

内旅行客の来場者数が回復し、売上も2019年基準を上回

る傾向にあります。その他の商業施設においても、地域密着

型の強みを活かして、スポンサーである福岡地所と一体的

な施策実施や設備リニューアル等により、中長期的に安定し

た収益を見込んでいます。

オフィスビルにおいては、2021年頃から都心部を中心と

した再開発が進んでおり、オフィスビルの新規供給量が増

加していますが、コロナ禍を乗り越え、テナント需要は堅調

はじめに

2024年6月21日付けで株式会社福岡リアルティの代表取

締役社長に就任した小原千尚（おはらゆきたか）でございま

す。私は大学卒業後、日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）

に入行しました。2004年1月、株式会社福岡リアルティの立

ち上げ時に同社へ転職し、業界での経験は今年20年目にな

ります。株式会社福岡リアルティでは投資部長、企画部長とし

ての経験を積み、2015年にはスポンサーである福岡地所株

式会社へ出向し、経営企画、ファイナンス、DX等に携わりまし

た。そして今年6月、約9年半ぶりに株式会社福岡リアルティ

へ戻って参りました。

株式会社福岡リアルティの立ち上げは、J-REIT市場が始

まって間もない頃でした。事例が少ない中での準備は、なか

なかスケジュールどおりに進まず、今思い返しても本当に大

変な日々でしたが、2004年秋に金融庁及び国交省の認可

を得て、2005年6月に日本初の地域特化型リートとして、福

岡リート投資法人の東京証券取引所と福岡証券取引所への

上場を果たすことができました。当時735億円だった資産規

模は、現在2,207億円（取得価格ベース）となりました。現在

の投資対象は、商業施設のほか、オフィスビル、物流施設、住

居、ホテルなどで、35物件（2024年8月31日現在）を保有し

ています。こうして無事に上場20年目を迎えることができ

たのは、ひとえに全てのステークホルダーの皆様のお蔭と

深く感謝申し上げます。

私の自己紹介として少し学生時代のお話をさせて頂きま

すと、高校から大学まで野球一色の生活で毎日グラウンドと

寮を往復していました。一番記憶に残る思い出は、千葉マリン

スタジアム（現在のZOZOマリンスタジアム）開業時のこけ

ら落としの試合です。千葉県立千葉高等学校2年生だった私

は、地元の高等学校との対戦で1番センターとしてスタジア

ム初（？）のヒットを打ち、興奮したことを今でも鮮明に覚えて

います。野球を通じて得た経験は、今まさに組織マネジメント

の原点として活かせることが大いにあるように思います。

私自身、福岡の生活は20年になりますが、福岡に住んで

いて思うのは、福岡は豊かな自然に囲まれ、美味しい食事を

楽しむことができ、交通アクセスも便利な魅力的な街である

ということです。この「暮らしやすさ」は世界的にも高く評価

されています。アジアに近い、海に育まれた歴史や文化が背

景にあるからこそ、「人と環境と都市活力の調和」が上手くと

れた持続可能な都市だと感じます。今は、そんな可能性を秘

めた街、福岡・九州を「もっとおもしろくしたい！」という思いを

胸に、これから20年、30年先の本投資法人のサステナブル

な未来を描いているところです。

持続可能な成長に向けて必要なこと

本投資法人は「Act Local, Think Global」を基本理念に

掲げ、日本初の地域特化型リートとして上場しましたが、国

内外の優良な投資資金を地域の不動産金融市場へ呼び込

むことが、福岡・九州地域の街づくりの活性化につながると

株式会社福岡リアルティ
代表取締役社長 小原 千尚

CEOメッセージ
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に推移しています。そのような市況を背景にして、本投資法

人が保有するオフィスビルの平均賃料は継続して上昇して

おり、市場賃料より低い賃料で入居しているテナントも多い

ため、今後も賃料上昇が見込まれます。今後の内部成長とし

て更に期待できるのは、物流施設と住居です。どちらも、新

規物件の賃料と既存物件の賃料とに大きなギャップがあり、

そのような市況を背景にして、既存物件の賃料底上げの動

きが活発です。福岡都市圏の大型マルチテナント型物流施

設は賃料の上昇が続いており、人口が増え続ける福岡市に

おいては、住宅市況も今後は賃料増額の余地が大きいと考

えています。

各保有不動産のNOI（Net Operating Income）を維持・

向上するために、入居テナントとのコミュニケーションは重

要と位置付けています。定期的な対話を通じて、テナントか

らのニーズの取り込みやテナント満足度の維持・向上に努

めています。

資金調達面においては、堅実な財務基盤の構築を第一

に、LTVについては、本投資法人が運用上の上限目標とし

ている50%の範囲内において35-45%を巡航とし、適切な

LTVコントロールを行っています。また、将来の金利上昇リ

スクによる影響が最小限となるよう、返済期間の分散を維持

しつつ、調達期間の調整、固定金利・変動金利比率の調整等

により資金調達コストのコントロールを図ります。さらに安

定した資金調達を実現するために、金融機関との良好な関

係を構築して参ります。

福岡・九州地域に精通した資産運用会社ならではの
情報収集力とネットワーク

本投資法人は、不動産業の特徴である地域性（ローカル

性）を強みとしており、土地勘及び地元の行政や経済界を中

心とする広範なネットワークを活かし、情報収集力と物件の

もつ収益性の把握力を高め、投資対象物件の選別や保有資

産運営における差別化を図っています。福岡・九州地域にお

ける不動産価格は年々上昇しており競争も激しいことから、

一般入札による取得は非常に厳しい状況です。スポンサー

パイプラインを活用した取得或いは既存物件の入替えな

ど、従来の手法に加えて、新しい取り組みへの挑戦も必要と

考えています。

事業を通じて地域へ貢献することは本投資法人の使命で

す。保有不動産での各種取り組みや地域コミュニティ活動

への参加を通じて、地域社会との対話、連携を深めていくこ

とは重要と認識し、本投資法人のマテリアリティにも掲げて

います。

福岡市は元々大企業の支店や子会社が集積している「支

店経済都市」といわれていますが、2012年の「スタートアッ

プ都市ふくおか」宣言以降、国家戦略特区「グローバル創業・

雇用創出特区」として指定されて、国内外からスタートアッ

プを誘致し、今や、世界的な企業を輩出する創業都市にな

り得るトップランナーとして注目されています。たとえば、

産学官金が一丸となって支援するスタートアップ支援施設

「Fukuoka Growth Next（FGN）」では、福岡市のスター

トアップエコシステムを代表し牽引する企業を輩出すること

を目指して、創業から成長までを一貫して支援する体制で運

営しています。いわゆる赤ちゃんの企業をみんなで支援し、

ユニコーン企業となったときに受け皿となる環境が整って

いる街であること、「起業・創業の生態系」が自走するような

エコシステムを目指すことが、これからの新しい挑戦と考え

ています。

また、メインスポンサーである福岡地所株式会社は、

2024年10月、同社初の都市近接型ライフサイエンスラボ

として、「（仮称）福岡馬出ライフサイエンスラボプロジェク

ト」の概要を発表しました。これは福岡都市部に、企業が研

究開発を行うためのライフサイエンス産業に特化したレン

タルラボが少ないため、産学官と連携を図りながら新たに

創出されたオープンイノベーションの一つです。創業初期

の資金調達機会創出から臨床開発までのエコシステムを構

築することで、グローバルで戦える創薬プレイヤーの輩出

を目指し、シード期からの手厚いサポートを提供するという

ことです。

当社はじめ産学官金がさまざまな創業支援の取り組みに

小
おはら

原 千
ゆきたか

尚　株式会社福岡リアルティ 代表取締役社長

千葉県出身。趣味はランニング。

Profile
1997年  4月	 株式会社日本興業銀行（現 株式会社みずほ銀行）入行
2004年  1月	 株式会社福岡リアルティ入社 投資部営業室長
2005年  4月	 同社投資部シニアマネージャー
2007年10月	 同社投資部長
2013年  6月	 同社企画部長
2015年  2月	� 福岡地所株式会社出向 �  

同社ビル事業部担当部長兼開発事業部担当部長
2017年  6月	� 同社執行役員�  

北九州紫川開発株式会社取締役
2019年  3月	 Walkアセットマネジメント株式会社取締役
2020年  6月	 福岡地所株式会社常務執行役員
        　  8月	 FJアセットマネジメント株式会社取締役
2021年  6月	� 株式会社福岡リアルティ取締役�  

株式会社九州リースサービス監査役
2022年  2月	 エフ・ジェイロジ株式会社取締役
        　  5月	 福岡リート投資法人補欠執行役員
        　  6月	 九州カード株式会社取締役
2023年  6月	 株式会社FJアーバンオペレーションズ取締役
2024年  5月	 福岡リート投資法人執行役員（現職）
        　  6月	 株式会社福岡リアルティ代表取締役社長（現職）

CEOメッセージ

積極的に関わることで、福岡市が先行的な事例となり、日本

中で創業の機運がもっと広がれば、これは、当社が目指すあ

るべき姿「地域にとって、日本にとって、世界にとって必要と

される企業」につながるのではないかと考えています。

会社の源泉である人材力を高める

かつては、「優秀な人材は勝手に育つ」という風土がありま

したが、現代において、それは通用しません。会社は、それぞ

れの多様性を認めて、彼らのライフステージに応じた働きが

いを具現化していく必要があります。多様な価値観・才能・

ライフスタイルをもつ人材が活躍できる組織づくりとして、

「働く時間の柔軟性のための取り組み」や「育児・介護等の

両立のための取り組み」などを積極的に推進しています。会

社の成長の源泉を担う従業員一人一人がやりがいをもって

働くために、彼らをどうマネジメントしたらいいかということ

を常に考えています。今年11月に人事・DX部を設置しまし

た。当社はこれまで少人数組織であったため人事部は設け

ておりませんでした。これからは、キャリアプランサポート、

柔軟な働き方支援、リスキリングを通じた研修プログラム

等や各業務のシステム化を強化していきたいと考えていま

す。われわれ地域特化型リートの強みは、「福岡・九州の魅力

ある街づくり」をテーマに、全てのステークホルダーと同じ

ベクトルを目指し取り組めることです。そうした意味でも、当

社従業員には社内外の人達との積極的なコミュニケーショ

ンを通じて、さまざまな知見・知識を広げアウトプットしてい

くことを期待しています。

今年度は新しい取り組みとして、人事制度の改定（給与

水準の見直し）に加え、フレックス制度の導入やベビーシッ

ター・家事代行費用等の補助制度をスタートしました。従業

員との対話を大切にし、「成長したいという気持ち」や「会社

はちゃんと自分をみてくれているという安心感（心理的安全

性）」を醸成することが、当社への働きがいや誇りを高めるロ

イヤリティにつながると考えています。会社と従業員の考え

方にギャップがある場合は、コミュニケーションを通じてそ

れを縮める努力をする、或いは、何らかの改善策を検討する

ことは非常に重要です。私が日々従業員に伝えていること

は、「Ｓｉｍｐｌｅ ＆ Ｏｐｅｎ」をモットーにオープンマインドな対

話をすることです。困っている同僚、滞っている業務を見つ

けたら、対話を通じて相互に助け合い、前へ進むことを大切

にしてほしいと願っています。

最後に

内外のさまざまな要因により不透明な外部環境が続く

中、ステークホルダーの皆様と継続的な対話を行いながら、

本投資法人の事業について深くご理解頂き、末永くファンに

なって頂けるような経営をこれからも目指して参ります。そ

して、皆様のご期待を上回る形で実績を積み上げ、企業価

値を向上させていくことが、私の最大の責務と考えていま

す。引き続き、皆様の変わらぬご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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また、本投資法人の考え方に賛同する福岡・九州地域の経済
界をリードする有力企業が、株式会社福岡リアルティの株主（ス
ポンサー）として参画しています。本投資法人は、スポンサー会
社からの優良な物件の拠出による資産規模の拡大、有用な情報
提供等のサポートを積極的に活用し、本投資法人の持続的な成
長を目指しています。

なお、スポンサー会社が保有・開発する物件に関して、安定的
かつ継続的な物件の取得機会を模索していくため、福岡地所株
式会社とは、本投資法人及び株式会社福岡リアルティとの間で、
パイプライン・サポート★に関する契約書を締結しています。

J-REITとは、上場不動産投資信託のことで、投資家の皆様から集めた資金をもとに、商業施設やオフィスビル、賃貸マンションなど
の不動産に投資し、その賃料収入等から生じた利益を分配する商品です。福岡リート投資法人は、2005年6月21日、日本初の地域特
化型REITとして、J-REITとしては国内で17番目に東京証券取引所、福岡証券取引所に上場しました。本投資法人の資産運用会社であ
る株式会社福岡リアルティは、基本理念「Act Local, Think Global」を掲げ、「資産の取得及び売却」、「資産の賃貸管理」及び「資金調
達」といった重要な業務を受託しています。

株式会社福岡リアルティの組織体制福岡リート投資法人の仕組み

10%

九州電力

5%

福岡銀行

55%

福岡地所（注）
福岡リアルティ
（資産運用会社）

5%

西日本シティ銀行

5%

日本政策投資銀行

取締役 社外取締役

（注）パイプライン・サポートに関する契約書を締結しています。

5%

九州旅客鉄道

5%

西日本鉄道

5%

九電工

5%

西部ガス
ホールディングス

パイプライン・サポート契約
スポンサーから第三者に先駆けて優先的に物件を取得できる機会等を与えられる契約をいう。

用語

◎株主（スポンサー）体制

株式会社福岡リアルティは、福岡市に所在し、不動産や金融、その他の分野におけるさまざまな経験を有する常勤役職員48名によ
り構成され、高い専門性をもち、地元ならではの情報を最大限に活かして、本投資法人の資産運用を行っています。

2024年11月に人事・DX部を設置しました。今後は、経営戦略強化、社内エンゲージメント改善のための人事機能強化とDX推進に
取り組んで参ります。

◎会社体制 NEW

代表取締役社長

コンプライアンス部

監査役

株主総会

取締役会

コンプライアンス評価委員会

投資運用委員会 経営会議

サステナビリティ推進委員会

リスク管理委員会

財務部 企画部

私募ファンド運用室

投資部運用部 人事・DX部

株式会社福岡リアルティとの関係

【 福岡リート投資法人と 】福岡リアルティの関係
負債

株式会社福岡銀行
株式会社西日本シティ銀行
株式会社日本政策投資銀行

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社三菱UFJ銀行

三井住友信託銀行株式会社　他

不動産
（商業施設・オフィスビル・その他）

投資家の皆様

配当課税

会計監査人

法務アドバイザー

不動産管理会社
（プロパティマネジメント会社）

福岡地所株式会社　他

福岡地所株式会社（55%）
九州電力株式会社（10%）
株式会社福岡銀行（5%）

株式会社西日本シティ銀行（5%）
西日本鉄道株式会社（5%）

西部ガスホールディングス株式会社（5%）
株式会社九電工（5%）

九州旅客鉄道株式会社（5%）
株式会社日本政策投資銀行（5%）

資産運用会社
（アセットマネジメント会社）

株式会社福岡リアルティ
一般事務受託者/ 

資産保管会社

投資法人債に関する 
一般事務受託者

一般事務受託者
（投資主名簿等管理人/特別口座管理人）

不動産投資信託

福岡リート投資法人
（東京証券取引所及び福岡証券取引所上場）

資産

負債

出資金

投資 融資

投資口購入

不動産管理 資産管理運用

資産管理運用
業務委託

出資

不動産
管理委託

賃貸収入 元利払

分配金
（配当金）

J-REITは「単一用途特化型」と「複数用途型」に大
別されます。

単一用途特化型
オフィスビル、商業施設、住居、物流施設、ホテ

ル、ヘルスケア施設等、それぞれの用途に特化した
J-REITです。

複数用途型
3つ以上の物件対応に分散投資する「総合型」と

2つの物件タイプを組み合わせて運用する「複合
型」があります。福岡リート投資法人は総合型です。

単一用途特化型J-REIT

オフィスビル特化型

住居特化型

ホテル特化型

商業施設特化型

物流施設特化型

ヘルスケア施設特化型

複 合 型

総 合 型

複数用途型J-REIT
コラム  ～「J-REITの投資形態」～
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※金額は取得価格を記載しています。　（注） 共有持分の88.28%であり、金額は譲渡時の鑑定評価額を記載しています。

200,000

220,000

（百万円）
取得価格

150,000

100,000

50,000

40

（件）

30

20

10

上場時

2005年
6月

第2期

2005年
8月期

第3期

2006年
2月期

第4期

2006年
8月期

第5期

2007年
2月期

第6期

2007年
8月期

第7期

2008年
2月期

第8期

2008年
8月期

第9期

2009年
2月期

第10期

2009年
8月期

第11期

2010年
2月期

第12期

2010年
8月期

第13期

2011年
2月期

第15期

2012年
2月期

第14期

2011年
8月期

第16期

2012年
8月期

第32期

2020年
8月期

2021年
8月期

第34期
0 0

第17期

2013年
2月期

第18期

2013年
8月期

第19期

2014年
2月期

第20期

2014年
8月期

第21期

2015年
2月期

第22期

2015年
8月期

第23期

2016年
2月期

第24期

2016年
8月期

第25期

2017年
2月期

第26期

2017年
8月期

第27期

2018年
2月期

第28期

2018年
8月期

第29期

2019年
2月期

第30期

2019年
8月期

第31期

2020年
2月期

第33期

2021年
2月期

第36期

2022年
8月期

第35期

2022年
2月期

第38期

2023年
8月期

第39期

2024年
2月期

第40期

2024年
8月期

第37期

2023年
2月期

鳥栖ロジスティクスセンター　1,250

グランフォーレ薬院南　1,100

ロジシティみなと香椎 8,150
マリノアシティ福岡（マリナサイド棟） 5,250
パークプレイス大分（隣接地） 590

パークプレイス大分 1,470
（スポーツクラブNAS）
イオン原 ▲5,410
ショッピングセンター（売却）
Aqualia警固（売却） ▲2,800

ロジシティ久山　5,050

木の葉モール橋本 10,000
東比恵ビジネスセンターⅡ 4,230
パークプレイス大分（隣接地） 860

東比恵 3,290
ビジネスセンターⅢ
ロジシティ若宮 1,700
パークプレイス大分 990
（ホームプラザナフコ）

天神西通り
ビジネスセンター（底地） 7,700
キャナルシティ博多・B ▲7,640
グランドビル（売却） （注）

博多筑紫通りセンタービル　4,320

久留米東櫛原SC（準共有持分15%）（売却）　▲375

博多FDビジネスセンター 14,100
久留米東櫛原SC
（準共有持分30%）（売却） ▲750

天神ノースフロントビル（準共有持分5%）（売却） ▲140

ティサージホテル那覇　2,835

（取得物件）
キャナルシティ博多 32,000
キャナルシティ・ビジネスセンタービル　14,600
パークプレイス大分 15,700
呉服町ビジネスセンター 11,200

サンリブシティ小倉　6,633

Aqualia警固　2,800
Aqualia千早　1,280

天神西通りセンタービル　2,600

ディー・ウイングタワー 2,800
ホテルフォルツァ大分 1,530
天神ノースフロントビル　2,800

サニックス博多ビル 4,400
小嶺台コミュニティモール 740

大博通りビジネスセンター　7,000

アメックス赤坂門タワー 2,060
スクエアモール鹿児島宇宿 5,300
熊本インターコミュニティSC 2,400

イオン原ショッピングセンター 5,410
小嶺台コミュニティモール（売却） ▲740

花畑SC 1,130
シティハウスけやき通り 1,111
久留米東櫛原SC 2,500

東比恵ビジネスセンター　5,900

キャナルシティ博多・B　28,700

ケーズデンキ鹿児島本店　3,550

■ 商業施設　■ オフィスビル　■ 物流施設　■ 住居　■ ホテル　  　 物件数

熊本イーストフロントビル 1,450
アクシオン別府駅前プレミアム 1,525
久留米東櫛原SC
（準共有持分55%）（売却） ▲1,375

4

23 23

24

25

27 27
27

25
26

26

28
29 29 29

31 31

32 32

33

5

7

8

11
11

14
15 15

16 16 16 16

17
17

19

20

36

35 35 35

資産規模の推移（取得価格ベース）

資産規模拡大の歩み
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顧客・テナント
＜オフィスビル＞
・�ビジネスビル機会の創出、国外・域外企業の誘致、スタートアップ企

業の成長場所
＜商業＞
・�利用客の増加、雇用の創出、テナント同士の相乗効果（SCとの差別化）

地域社会
＜商業・ホテル＞
・�利用者の新たな発見と満足度向上（九州初出店のお店等）
・�地域に密着した取り組みによる周辺地域交流の活性化
・外出する楽しみ、地域交流の場
＜物流＞
・�地域の流通網の高度化による一般市民の皆様の利便性向上

従業員
・�人材交流・ローテーションによる経験値の向上
・�街づくりへの関与などによるやりがいのアップ
・�社会との接点を通じたさまざまな経験による人脈や人間力の向上
・�従業員のための人事戦略による、従業員の働きがい・満足度の向上
・�人生の豊かさを感じ、長く勤務しやすい各種制度の充実

投資主・金融機関
・福岡・九州の不動産への投資機会の創出
・�情報開示の充実による福岡・九州の魅力発信
・�投資主のエンゲージメントに応え、適切な投資と運営による安定した

利益還元と成長機会の獲得
・�金融機関取引先との良好な関係を維持し、適切な利益還元

スポンサー
・新規物件開発のための資金提供
・�地元の発展につながる開発を中長期でサポート
・�効率的かつ生産的な物件運用のための協働作業
・�継続的な情報交換による開発・運用力の強化
・人材交流による人的資本の強化

環境・自然
・�環境性能の高い物件への投資による環境保全
・�福岡・九州のサステナビリティへの中長期にわたる関与と貢献
・�不動産市場における環境への積極的な取り組みによる、自然との共創
・�九州の自然を活かした不動産開発への関与

外部環境

リスクと機会

運用

取得

リサーチ

管理・評価・
売却/入替え

マテリアリテ
ィ

事業戦略

ESG課題への対応

サステナビリティ

社会への対応

環境への対応

コーポレートガバナンス

サステナビリティ方針

社会に関する課題環境に関する課題 組織に関する課題

 >> P.36

 >> P.20-23

 >> P.24

 >> P.42

 >> P.30

 >> P.18

 >> P.40

 運用戦略>> P.27

 施設・建物管理業務への
 取り組み>> P.38

 運用戦略>> P.27

 地域コミュニティへの
 取り組み>> P.41

外部環境 
～福岡・九州のマクロ環境～>> P.20
 投資戦略>> P.26

外部環境 
～福岡・九州のマクロ環境～>> P.20
 投資戦略>> P.26

サステナビリティ>> P.30

従業員への取り組み>> P.40

環境への取り組み>> P.36

Act Local,
Think Global

ビジネスモデル

財務資本
・�1口当たり分配金　3,850円 /  

分配金利回り　5.1%
・格付　JCR：AA－（安定的）、R&I：A+（安定的）

製造資本
・NOI利回り　5.3%
・含み益	 55,998百万円
・1口当たりNAV　194,842円

人的資本
・�資格保有率　 

宅地建物取引士  
常勤役職員数48名中の　43.8%/ 
不動産証券化協会認定マスター  
常勤役職員数48名中の　47.9%

知的資本
・��IRの年間面談件数 

国内175件　国外28件（電話会議含む）
・�受賞実績 

IR優良企業奨励賞（2014年）/日興アイ・
アールウェブサイト最優秀サイト（2023年）

社会・関係資本
・�スポンサーとの人材交流（スポンサーから

の出向2名、スポンサー等への出向5名）
・�オフィス環境改善 
（打ち合わせブース、植栽等の設置）

自然資本
・�グリーンビル認証取得率 
（延床面積ベース）83.9%

・�保有物件における電気使用量、水使用量
の削減
電気使用量2019年度比15.1%減 
水使用量2019年度比15.7%減

アウトプットとアウトカム ステークホルダーとの共創価値

商業施設 10物件

オフィスビル 13物件

住居 6物件

物流施設 4物件

ホテル 2物件

※2024年8月31日時点関連するステークホルダー

地域社会 
物件所在地6県の人口 
合計約11,666千名

・施設共用を活用した地域イベント等の開催
・博多まちづくり推進協議会への参画	
・福岡証券取引所にて決算発表の実施

従業員
常勤役職員数　48名

・各種教育制度	
・従業員満足度調査の実施	
・従業員とのキャリア面談

顧客・テナント
全物件テナント総数　1,043

・商業施設での顧客満足度調査の実施	
・テナント満足度調査の実施

投資主・金融機関
投資主数　14,616名
取引のある金融機関数　22行

・投資主総会
・投資家向け説明会	
・1on1ミーティング（国内・海外）　　

環境・自然 
物件所在地/6県 

（福岡県、佐賀県、熊本県、 
大分県、鹿児島県、沖縄県） 
・環境保全（節電・節水）	
・グリーンビル認証

スポンサー 
スポンサー　9社

・優良物件の拠出	
・継続的な情報交換	
・人材交流

財務資本 保守的な有利子負債比率のコント
ロールを通じた堅実な財務基盤の
構築
・有利子負債比率（LTV）�� 44.8%
・固定比率�������� 90.9%

製造資本
長期にわたり安定的なキャッシュ・フ
ローを創出し得る優良物件の発掘

人的資本

・専門性のある優秀な人材
・柔軟な働き方の支援体制
・キャリア形成支援制度
・常勤役職員数（注）������48名
・資格保有者数（注）

	 不動産鑑定士3名/弁護士1名/
	 一級建築士2名/経営学修士2名

知的資本 ・�人材育成によって形成された各種
スキル

・�長年の実践によるIR活動の経験と
知見

・地域に根差した情報の蓄積

社会・関係
資本

・�テナントとの共創と信頼関係
・�プロパティマネジメント（PM）会社

との協働体制
・�地域社会、地域コミュニティとの

連携
・スポンサーとの良好な信頼関係

自然資本 ・�保有物件の稼働において使用す
るエネルギー及び水、空気等の自
然資源

・�保有物件周辺の自然環境、生物多
様性

（注）株式会社福岡リアルティ

保有物件 計35物件

インプット

福岡・九州の魅力ある街づくり

　福岡を取り巻くマクロ環境 ・人口増加を続ける福岡市　　　　・若者率、生産年齢人口比率

生活の質の
向上

都市の成長

 >> P.20

価値創造ストーリー
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■ 福岡リートとは　　□ 成長戦略　　□ サステナビリティ　　□ データセクション

福
岡
リ
ー
ト
と
は

福
岡
リ
ー
ト
と
は

運用戦略  >> P.27

管理・評価・ 
売却/入替え

中長期的視野でのポートフォリオ管理と
適正な財務戦略

・ 健全な財務体質
・ �安定した分配金配当の実現

・� �財務資本 
（運用ノウハウ・実績）

・� �人的資本 
（ノウハウ）

・� �社会・関係資本 
（信頼関係・協働・連携）

・ �長期固定金利を主体とした財
務の安定性を重視した運営

・ �投資主の最善の利益を重視した
運営を堅持

運用

取得

リサーチ

管理・評価・
売却/入替え

マテリアリテ
ィ

事業戦略

Act Local,
Think Global

投資戦略

財務戦略

 >> P.26

 >> P.28 資金調達（ファイナンス） 情報コミュニケーション（IR・SR）

運用
常に先を見据えた運用と
地域特化REITならではの

きめ細かな運用

・ キャッシュ・フローの安定性
・ �長期的な不動産ポートフォリオの価値の

最大化

・�人的資本 
（ノウハウ）

・�社会・関係資本 
（信頼関係・協働・連携）

・�自然資本 
（自然環境）

・ 既存物件のNOI維持
・ 本質的な環境への取り組み

価
値
を
創
出
す
る

プ
ロ
セ
ス
の
強
み・特
徴

関
連
す
る
諸
資
本

更
に
強
化
す
る
た
め
の

課
題
と
取
り
組
み

取得
福岡・九州地域の優良な不動産を

スポンサー企業や
地域社会を通じて取得

・ �安定的なキャッシュ・フローを創
出し得る物件の発掘・取得

・ �物件バリューアップ

・� �財務資本 
（資金調達力）

・ �製造資本 
（優良物件）

・� �人的資本 
（目利き力、専門知識）

・ 資金調達の多様化
・ �ネットワーク構築を活用した優良

な不動産の発掘

リサーチ
地元に精通し信頼関係を築いた人材が、

スポンサーや地域から
良質な物件情報を収集

・ 地元ならではの物件鑑定眼
・ �強固なネットワーク
・ �市場調査・分析

・� �知的資本 
（情報収集力）

・� �人的資本 
（ノウハウ）

・� �社会・関係資本 
（信頼関係・協働・連携）

・ �適正な業務実施に必要である
優秀な人材の雇用

・ �資産規模の拡大と高稼働率の
実現

 >> P.26  >> P.26  >> P.27  >> P.28

価値創造活動

関連するステークホルダー

地域社会 
物件所在地6県の人口 
合計約11,666千名

・施設共用を活用した地域イベント等の開催
・博多まちづくり推進協議会への参画	
・福岡証券取引所にて決算発表の実施

従業員
常勤役職員数　48名

・各種教育制度	
・従業員満足度調査の実施	
・従業員とのキャリア面談

顧客・テナント
全物件テナント総数　1,043

・商業施設での顧客満足度調査の実施	
・テナント満足度調査の実施

投資主・金融機関
投資主数　14,616名
取引のある金融機関数　22行

・投資主総会
・投資家向け説明会	
・1on1ミーティング（国内・海外）　　

環境・自然 
物件所在地/6県 

（福岡県、佐賀県、熊本県、 
大分県、鹿児島県、沖縄県） 
・環境保全（節電・節水）	
・グリーンビル認証

スポンサー 
スポンサー　9社

・優良物件の拠出	
・継続的な情報交換	
・人材交流
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■ 福岡リートとは　　□ 成長戦略　　□ サステナビリティ　　□ データセクション

福
岡
リ
ー
ト
と
は

福
岡
リ
ー
ト
と
は

マテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス マテリアリティの見直しプロセス

社会的課題の抽出
社会からの要請・社内外のステークホルダー
の期待について、SDGs、ESG開示基準、評価
機関調査項目、同業他社の状況等から社会的
課題をリストアップ。

見直し対象項目を抽出
社会環境変化を整理し、現状の評価を踏ま
え、マテリアリティ見直し対象項目を抽出。

課題の絞り込みと優先順位付け
ステークホルダーにとっての重要度の観点
と、事業リスク・機会を踏まえた本投資法人
への影響度・重要度の観点から、抽出した課
題を絞り込み、優先順位付けを実施。マテリア
リティ（案）を作成。

第三者との意見交換
ステークホルダーとの対話や自社視点評価を
交えて見直し案を作成し、第三者へ意見聴取。

経営レベルでの議論、妥当性の確認及び承認
マテリアリティ（案）について、資産運用会社の設置するサス
テナビリティ推進委員会で議論。さらにステークホルダーを
代表して有識者より意見・助言を受け、妥当性を検証した上
でマテリアリティを特定。最終的に、資産運用会社取締役会、
本投資法人役員会に報告。

経営レベルでの検討、更新
第三者の意見を踏まえた見直し案を資産運用会社の設置す
るサステナビリティ推進委員会で議論し、マテリアリティを更
新。最終的に、資産運用会社取締役会、本投資法人役員会に
報告。

本投資法人及び株式会社福岡リアルティでは、「中長期的な投資主の最善の利益を実現するためには、
収益性の追求に加えて、環境・社会・ガバナンス（ESG）への配慮が不可欠である」と考え、
不動産投資運用プロセスにおいてもESGの諸課題に対応しています。

STEP 1 STEP 1STEP 2 STEP 2STEP 3 STEP 3

マテリアリティ 方針・目標 KPI・目標 関連するSDGs

環
境

気候変動への対応
・ �プロパティマネジメント会社、ビルメンテナンス会社と協働し

て温室効果ガスの排出量の管理と削減を行い、福岡・九州の
自然保持に貢献する

・�（2030年までに） 
CO2排出量 35%削減（2019
年比、原単位）

資源の循環・
効率活用

・ �プロパティマネジメント会社、ビルメンテナンス会社と協働し
て資源（エネルギー・水）の効率的な利用、及び廃棄物・水の資
源循環を高め、福岡・九州の自然保持に貢献する

・�（2030年までに） 
ゴミリサイクル率 75%

自然災害対策
・ �定期的な保有不動産のリスク評価を実施して不動産レジリエ

ンスの維持向上に努め、テナントや地域社会の安全・安心に貢
献する ・�（2030年までに） 

グリーンビル認証取得率  
85%以上環境問題解決に

向けた事業運営

・ �定期的な保有不動産の性能評価及び機能評価を実施し、陳腐
化した性能等の更新を行い、資産価値向上に努める

・ �グリーンビル認証等を取得し、建物性能を可視化することで
資産価値を高め、テナントへの訴求力向上を図る

社
会

魅力ある職場の実現
（資産運用会社）

・ �人的資本経営を強化し、多様な視点を取り入れ、従業員が働
きやすい職場環境を提供することで従業員パフォーマンスの
向上を図る

・ �従業員に対する教育制度の充実と資格取得の推奨により業
務の質を向上させ、運営力強化につなげる

・ �従業員1人あたり研修（回数）
・�オフィス環境改善（件数）

テナント
エンゲージメント

向上

・�テナントとのエンゲージメントサイクルを構築し、国内外の多
様な企業ニーズの理解と施設運営の改善によってテナント満
足度を向上させ、安定した物件稼働を実現する

・�テナント満足度調査定期実施
（全物件）

福岡・九州の
魅力向上や

活性化に貢献

・ �福岡・九州の強み・魅力の情報発信による国内外テナントの
誘致促進や、地元経済界と連携した地域経済の発展促進を行
い、福岡・九州地域の人々が競争力や独自性を発揮しやすい社
会を作ることで、資産価値向上を目指す

・ �地域経済団体等への加入・活
動参加

・ �地域交流イベント主催（回数）
・ �エリアマネジメント組織への

加入・活動参加
・ �地域貢献活動への継続参加
（回数）

ガ
バ
ナ
ン
ス

コンプライアンス / 
リスクマネジメント

・ �法令等の遵守徹底、利害関係者との間での取引に係る利益相
反の排除等のコンプライアンスの遵守徹底と適切なリスクマ
ネジメントを実現する社内体制の整備・運用、並びに従業員の
コンプライアンス意識の強化を行うことで、企業価値の維持
及びステークホルダーからの信頼向上を目指す

・�コンプライアンス研修（回数）

ステークホルダーに
対する

情報開示と対話

・ �ステークホルダーに対する適時・適切な財務情報/非財務情
報の情報開示、コーポレートガバナンス・コードに則した情報
開示の徹底及び積極的な対話を通じてステークホルダーとの
信頼関係構築を図るとともに、得られた意見や要望を経営戦
略の策定に活かす

・ �投資家との対話（回数）
・ �従業員 ESG研修（回数）

マテリアリティの特定への歩み

2018年7月
BELS評価 4物件取得

（再交付）

2018年9月
責任投資原則（PRI）
への署名登録

2022年9月
TCFD（気候関連財務情
報開示タスクフォース）
提言への賛同、「TCFDコ
ンソーシアム」への加入

2018年1月
サステナビリティ方針
の制定

2018年8月
「ふくおか『働き方改
革』推進企業」に認定

2018年9月
GRESBリアルエステイト
評価結果発表（初参加）

2022年9月
「気候変動・レジリエ
ンスポリシー」の制定

2023年2月
福岡県SDGs登録制
度への登録

2017年9月
お客様本位の業務運営
に関する方針の策定

2017年度〜
GRESB2018参加 
への取り組み開始

2019年9月

マテリアリティの特定

マテリアリティの特定

「社会・ステークホルダーにとっての重要度が高く、事業継続にとっての重要度が高い課題」について、下記特定プロセスにより環境・
社会・ガバナンスの観点で9つのマテリアリティを特定しています。

重要項目

高

高

社
会
・
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

事業継続にとっての重要度

環境
● 環境負荷の低減
● 建築性能・環境性能の維持向上

社会
● 魅力ある職場の実現（資産運用会社）
● 魅力ある職場の実現（テナント）
● 福岡・九州の魅力向上や活性化に貢献
● 地域社会との共創

ガバナンス
● ステークホルダーに対する情報開示と対話
● コンプライアンス/リスクマネジメント

課題のマッピング

本資産運用会社は、ステークホルダーの皆様からの要請・期待や本投資法人の事業への影響度・重要度などを踏まえて、サステナビ
リティへの取り組みにあたってのマテリアリティの特定を行いました。

2018年6月
DBJ Green Building認
証2物件取得（計9物件）

マテリアリティ

2024年度は、2019年に特定したマテリアリティの見直しを行いました。当社サステナビリティ経営の強化方針策定に取り組む中
で、外部社会環境の変化や内部環境分析、ステークホルダーの期待等を踏まえ、当社のサステナブル経営におけるビジョン、バリュー
を明確化し、今後の当社のサステナビリティ経営の方向性を定めるため、マテリアリティの見直しプロセスに沿ったものです。

2022年4月
マテリアリティに 
対するKPIの設定

2024年10月
マテリアリティの見直
しを実施

2018年9月
21世紀金融行動原則

（PFA21）への署名登録

2022年7月
福岡市 Well-being
＆SDGs登録制度「マ
スター」へ登録




